平成２１年度障害福祉サービス報酬改定（案）の概要
（注）以下の内容については、今後変更がありうるものである。
Ⅰ．基本的な考え方

　平成２１年４月の障害福祉サービス費用（いわゆる報酬）の額の改定については、プラス５．１％の改定を行うこととし、新体系事業、旧法施設及び障害児施設について、次の基本的な視点に立った改定を行う。

１．良質な人材の確保

　　障害福祉サービスにおける福祉・介護人材の確保が困難である現状を改善し、質の高いサービスを安定的に提供するためには、福祉・介護人材の処遇改善を進めることが必要であり、専門性のある人材の評価を高めること等を通じて、良質な人材の確保を推進する。

２．サービス提供事業者の経営基盤の安定

　　利用者へのサービス提供基盤を確保するためには、サービス提供事業者が安定して事業を運営していくことができる状況が必要であることから、それぞれの事業の実情を十分に踏まえた上で、サービス提供事業者の経営基盤の安定を図るための措置を講じる。

３．サービスの質の向上

　　重度者への対応を含め、各サービスの目的・機能に即した良質なサービスの提供を促進することが重要であり、障害特性へのきめ細かな配慮や医療的なケアへの対応など、障害福祉サービスの質の向上を図る。

４．地域生活の基盤の充実

　　地域生活を支える各種サービスの基盤整備を更に進めることが必要であることから、グループホーム・ケアホームにおける支援体制の充実など、各サービスの地域生活支援機能を高める。

５．中山間地域等への配慮

　　いわゆる中山間地域等においては、規模の拡大を図ることが困難である等の事情により厳しい経営環境にあることから、小規模事業所によるサービス提供や中山間地域等に居住している者に対する訪問系サービスの提供を評価することにより、地域におけるサービス提供体制の確保を図る。

６．新体系への移行の促進

　　新体系事業に移行した事業所は全体の約３割（平成20年４月現在）であり、移行をより一層促進するためには、新体系事業の報酬について旧法施設における人員配置等も踏まえてその充実を図ることが重要であり、就労継続支援事業における支援体制の充実を図るなど、新体系への円滑な移行のための環境を整備する。

Ⅱ．各サービスの報酬・基準見直し（案）の概要
１．新体系事業

（１）共通的事項

　　○　良質な人材の確保とサービスの質の向上を図る観点から、

　　　・　訪問系サービス（居宅介護、重度訪問介護及び行動援護）に関しては、

　　　　①　サービス提供体制の整備（研修の計画的実施等）

　　　　②　良質な人材の確保（介護福祉士の割合が30％以上又は常勤職員によるサービス提供時間の割合が40％以上等）

　　　　③　重度障害者への対応（障害程度区分５以上の利用者の割合が30％（居宅介護の場合）以上）

　　　　に取り組む事業所により提供されるサービスについて評価を行う。

　　　　　特定事業所加算（Ⅰ）（①～③のすべてに適合）　所定単位数の２０％を加算

　　　　　特定事業所加算（Ⅱ）（①及び②に適合）　　　　所定単位数の１０％を加算

　　　　　特定事業所加算（Ⅲ）（①及び③に適合）　　　　所定単位数の１０％を加算

· 療養介護、生活介護、児童デイサービス、共同生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援及び共同生活援助において、
1 社会福祉士等の資格保有者が２５％以上雇用されている事業所

　　　　②　常勤職員の割合が７５％以上の事業所又は勤続年数が３年以上の常勤職員が３０％以上の事業所
が提供するサービスについて評価を行う。

　　　　　福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）（①に適合）　　
（日中活動系　１０単位／日・居住系７単位／日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　福祉専門職員配置等加算（Ⅱ）（②に適合）　　　

　　　　　　　　（日中活動系　６単位／日・居住系　４単位／日）

　　　　　※（Ⅰ）又は（Ⅱ）のいずれかを算定可能とする。

　　○　地域における小規模事業所の役割に着目し、小規模事業所により提供されるサービスへの配慮を行うため、日中活動系サービスについて基本報酬において定員２０人以下の場合の単価を設ける。
　　　　
定員２０人以下　　生活介護　　　　　１，２９９～５８３単位／日
　　　　　　　　　　　　　機能訓練　　　　　７８５単位／日
　　　　　　　　　　　　　生活訓練　　　　　７４８単位／日
　　　　　　　　　　　　　就労移行支援　　　８５０単位／日
　　　　　　　　　　　　　就労継続支援Ａ型　５９０単位・５３９単位／日
　　　　　　　　　　　　　就労継続支援Ｂ型　５９０単位・５３９単位／日
　　○　生活介護、短期入所、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援について、食費負担を原材料費相当にする措置（食事提供体制加算）の適用期限を平成２４年３月３１日に延長する。
　　○　生活介護、児童デイサービス、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援について、サービス利用を予定していた日に急病等によりその利用の中止があった場合に、事業者において既にサービス提供体制を整えていること等に着目し、利用中止（欠席）時に行うフォローアップについて評価を行う。
　　　　欠席時対応加算　　９４単位（１月につき４回まで）

　　○　指定基準上看護職員の配置を要しない児童デイサービス、短期入所、共同生活介護、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援及び共同生活援助において、医療的なケアを要する者に対し、医療機関との契約に基づく連携により当該医療機関から看護職員の訪問を受けて提供される看護について評価を行う。
　　　　医療連携体制加算　　５００単位／日（利用者１人）

　　　　　　　　　　　　　　２５０単位／日（利用者２人以上）
　　○　生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援について、視覚障害、聴覚障害及び言語機能障害のある者並びに知的障害も含めた重複障害者の支援体制の強化を図るため、視覚・聴覚言語障害者支援体制加算の算定要件を緩和する。
　　　　現行要件：視覚障害者等の人数が１５人以上かつ３０％以上

　　　　→　「１５人以上」という要件は撤廃。「３０％以上」の算定に当たり、重複障害のある者をダブルカウント。

　　○　新事業移行時特別加算について、新体系事業への移行が当面の一時的なものであることにかんがみ、廃止する（基金事業に移行して実施。）。

（２）居宅介護
　　○　身体介護については、サービスの効果的な実施を推進する観点から、短時間の訪問について評価を行う。家事援助については、経営実態調査の結果を踏まえた基本報酬の見直しを行う。
　　　　身体介護（３０分未満）　　　２３０単位／回　→　２５４単位／回

　　　　家事援助（３０分未満）　　　　８０単位／回　→　１０５単位／回
　　　　　　　　（１時間未満）　　　１５０単位／回　→　１９７単位／回

　　　　　　　　（１時間３０分未満）２２５単位／回　→　２７６単位／回

　　○　中山間地域等に居住している者に対して提供されるサービスについて評価を行う。
　　　　特別地域加算　　所定単位数の１５％を加算
　　○　サービス提供責任者において特に労力を要する初回時及び緊急時の対応について評価を行う。

　　　　初回加算　　　　　２００単位／月

　　　　緊急時対応加算　　１回につき１００単位（月２回まで）
（３）重度訪問介護

　　○　基本報酬について、経営実態調査の結果を踏まえた単価見直しを行うとともに、サービス提供時間に即した給付とするために利用時間の区分の細分化を行う。
　　　　（１時間未満）　　　１６０単位／回　→　１８３単位／回

　　　　（１時間３０分未満）　（新　　設）　→　２７４単位／回

　　　　（２時間未満）　　　３２０単位／回　→　３６５単位／回

　　　　１時間増すごとに１４３～１５２単位　→　３０分増すごとに８１～８６単位
　　○　２人の従業者による移動介護について評価を行うとともに、居宅介護と同様に、特別地域加算、初回加算、緊急時対応加算を設ける。

（４）行動援護

　　○　基本報酬において、居宅介護（身体介護）と同様に短時間のサービス提供を評価するとともに、その利用の実情を踏まえ、１日当たり５時間以上８時間未満のサービスについて評価を行う。
　　　　（５時間３０分未満）　１，７６８単位／回

　　　　（６時間未満）　　　　１，９１６単位／回

　　　　（６時間３０分未満）　２，０６４単位／回

　　　　（７時間未満）　　　　２，２１２単位／回

　　　　（７時間３０分未満）　２，３６０単位／回

　　　　（７時間３０分以上）　２，５０８単位／回

　　○　居宅介護と同様に、特別地域加算、初回加算、緊急時対応加算を設ける。

（５）生活介護

　　○　基本報酬について、平均障害程度区分に基づく評価を見直し、利用者個人の障害程度区分に基づく評価とする。また、基本報酬体系の変更に伴い、手厚い人員配置をとってきた事業所によるサービスを加算で評価する。
　　　　生活介護サービス費(Ⅰ)～(ⅩⅠ)　→　生活介護サービス費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（定員２１人～４０人の場合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　障害程度区分６　　１，１７０単位／日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　障害程度区分５　　　　８８４単位／日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　障害程度区分４　　　　６３３単位／日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　障害程度区分３　　　　５７２単位／日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　障害程度区分２以下　　５２５単位／日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（定員60人以下）　（定員61人以上）

人員配置体制加算　　（1.7：1）　２６５単位　　２４６単位／日

　　　　　　　　　　　　　　（２：１）　１８１単位　　１６６単位／日

　　　　　　　　　　　　　　（2.5：1）　　５１単位　　　４４単位／日

　　○　自立訓練（機能訓練）と同様にリハビリテーション加算を創設。
（６）児童デイサービス

　　○　基本報酬について、経営実態調査の結果を踏まえ、他の日中活動系サービスと同様に利用率を勘案した見直しを行う。併せて、児童デイサービス費（Ⅱ）について、その算定を引き続き可能とした上で、サービス管理責任者の配置を基本報酬において評価する。
　　　　児童デイサービス費（Ⅰ）（１日当たり）
　　　　　平均利用者１日10人以下　７５４単位　→　定員10人以下　８２８単位

　　　　　　　　　　　　11～20人　５０８単位　→　　　11～20人　５５８単位

　　　　　　　　　　　　21人以上　３９６単位　→　　　21人以上　４３５単位

　　　　児童デイサービス費（Ⅱ）（１日当たり）
　　　　　平均利用者１日10人以下　４０７単位　→　定員10人以下　６８９単位

　　　　　　　　　　　　11～20人　２８３単位　→　　　11～20人　４６５単位

　　　　　　　　　　　　21人以上　２３１単位　→　　　21人以上　３４９単位

　
　○　常時見守りが必要な障害児の支援や障害児の保護者に対する支援方法の指導などを行うための指導員を、基準を超えて配置する事業所によるサービスについて評価を行う。

　　　　指導員加配加算　１９３～７７単位／日

（７）短期入所

　　○　短期入所を利用する日に他の日中活動系サービスを利用する場合の報酬区分を設ける。
　　　　福祉型短期入所サービス費（Ⅱ）（１８歳以上の者が利用する場合）

　　　　　障害程度区分６　　　　５８１単位／日
　　　　　障害程度区分５　　　　５０９単位／日
　　　　　障害程度区分４　　　　３０７単位／日
　　　　　障害程度区分３　　　　２３１単位／日
　　　　　障害程度区分２及び１　１６６単位／日
　　○　医療的なケアを必要とする者に対応する短期入所サービスの提供体制の整備促進を図る観点から、
　　　・　充実した看護体制（７：１以上）をとる医療機関により提供される短期入所サービスを評価する報酬区分を設ける。

　　　　　医療型短期入所サービス費（Ⅰ）　２，６００単位／日

　　　・　医療機関により提供される宿泊を伴わない短期入所サービスの提供について、報酬上の評価を行う。

　　　　　医療型特定短期入所サービス費（Ⅰ）～（Ⅲ）

　　　　　　（宿泊を伴わないメディカルショート）　２，４８０～１，３００単位／日

　　○　サービス利用に当たってのアセスメント、環境調整等の手間を勘案し、連続３０日以内の利用についてこれらの手間を評価する。

　　　　短期利用加算　３０単位／日（利用開始から３０日以内）

　　○　障害者支援施設等の入所施設以外の事業所（いわゆる単独型事業所）によるサービスについて、基準の明確化を図るとともに、評価を行う。

　　　　単独型加算　１３０単位／日

　　○　短期入所のサービスの質の向上を図る観点から、重度障害者に対する手厚い支援及び栄養士の配置による食事の提供について評価を行う。
　　　　重度障害者支援加算　５０単位／日

　　　　栄養士配置加算　　　２２単位・１２単位／日

　　○　利用者負担上限額管理加算を算定可能とする。

（８）重度障害者等包括支援

　　○　重度訪問介護の基本報酬の単価見直し等を踏まえ、報酬単価を見直す。
　　　　４時間当たり　　　　　　　　　７００単位　→　　８００単位

　　○　居宅介護と同様に、中山間地域等に居住している者に対して提供されるサービスについて特別地域加算を設ける。

（９）共同生活介護（ケアホーム）

　　○　地域の中での少人数単位の支援を評価する観点から、基本報酬について、世話人の配置に応じた評価とする。また、長期間の入所・入院から地域生活に移行する場合等における短期間の体験利用時の単価を設ける。
　　　　共同生活介護サービス費（障害程度区分に応じ）

　　　　　４４４～２１０単位／日　→　世話人４：１　　６４５～２９４単位／日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　世話人５：１　　５９４～２４３単位／日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　世話人６：１　　５６１～２１０単位／日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　体験利用　　　　６７５～３２４単位／日
　　○　夜間支援体制加算について、支援対象者数４人から人数に応じた評価を行うこと等により、少人数単位で行う支援を評価する。
　　　　夜間支援体制加算＋小規模事業
　　　　夜間支援体制加算（対象者４人）　　　　夜間支援対象者４人以下

　　　　　　２２４～５０単位／日　　　　→　　　３１４～１０７単位／日

　　　　　　　　　…　　　　　　　　　　　　　　…
　　　　　夜間支援対象者１０人　　　　　　　　夜間支援対象者８人～１０人

　　　　　　　９７～２４単位／日　　　　→　　　１７１～　５９単位／日

　　　　　　　　　…　　　　　　　　　　　　　　…
　　　　　夜間支援対象者２１人以上　　　　　　夜間支援対象者２１人以上

　　　　　　　５６～　１単位／日　　　　→　　　　７８～　　５単位／日

　　○　共同生活介護の利用者が心身の状況等により日中活動系サービス等を利用できない場合における加算について、障害程度区分２及び３の者の算定を可能とする。

　　　　日中支援加算　障害程度区分４～６　　５３９単位／日（変更なし）

　　　　　　　　　　　障害程度区分２及び３　２７０単位／日（新規）
　　○　医療観察法に基づく通院医療の利用者、刑務所出所者等の地域生活への移行に特別の個別支援を要する者に対する支援について評価を行う。
　　　　地域生活移行個別支援特別加算　６７０単位／日（原則３年を上限）

　　○　経過措置として設けてきた小規模事業加算及び小規模事業夜間支援体制加算を廃止する。

（１０）施設入所支援
　　○　基本報酬について、平均障害程度区分に基づく評価を見直し、利用者個人の障害程度区分に基づく評価とする。また、基本報酬体系の変更に伴い、食事・入浴等の支援も含めた手厚い人員体制を加算で評価するとともに、重度障害者支援加算についても利用者個人の障害程度区分に基づく評価とする。
　　　　施設入所支援サービス費(Ⅰ)～(ⅩⅠ)　→　施設入所支援サービス費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（定員４０人以下の場合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　障害程度区分６　　　４００単位／日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　障害程度区分５　　　３２８単位／日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　障害程度区分４　　　２５６単位／日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　障害程度区分３　　　１８０単位／日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　障害程度区分２以下　１１５単位／日

　　　　夜勤職員配置体制加算　（定員40人以下で夜勤２人以上）　３８単位／日

　　　　　　　　　　　　　　　（定員60人以下で夜勤３人以上）　３０単位／日

（定員61人以上100人以下で夜勤４人以上）

　２５単位／日

　　　　重度障害者支援加算（Ⅱ）

　　　　　施設入所支援サービス費の　　利用者個人の障害程度区分及び

　　　　　　算定区分に応じ　　　　　　　人員配置体制加算等の算定状況に応じ
　　　　　　４０～７９９単位／日　　→　　１０～７３５単位／日

　○　強度行動障害者の支援について、初期の段階における手厚い支援を評価する。

重度障害者支援加算（Ⅱ）　算定開始日から９０日間につき、更に７００単位／日を加算

　　○　医療的なケアを要する者への夜間の看護体制について報酬上の評価を行う。
　　　　夜間看護体制加算　　６０単位／日
　　○　入所前からのアセスメント等の支援を入所後当初において評価を行う。
　　　　入所時特別支援加算　　３０単位／日（入所日から３０日間）

　　○　土日等日中活動サービスを算定しない日における入所施設によるサービス提供について、その重要性にかんがみ、基本報酬に加えて更に加算により評価する。

　　　　土日等日中支援加算　　９０単位／日

　　○　医療観察法に基づく通院医療の利用者、刑務所出所者等の地域生活への移行に特別の個別支援を要する者に対する支援について評価を行う。

　　　　地域生活移行個別支援特別加算（Ⅰ）　１２単位／日(体制加算)
　　　　地域生活移行個別支援特別加算（Ⅱ）３０６単位／日(原則３年上限の個人加算)
　　○　入所者の栄養改善や食生活の質の向上を更に推進する観点から、施設に配置された管理栄養士又は栄養士による栄養管理の評価対象に定員４０人以下の小規模施設を加えるとともに、管理栄養士を中心に行う利用者一人ひとりに応じた個別の栄養管理、経管栄養から経口栄養への移行、誤嚥が認められる者の経口維持、療養食の提供について評価を行う。

　　　　栄養士配置加算（Ⅰ）　　２７単位／日（定員４０人以下の場合）

　　　　栄養士配置加算（Ⅱ）　　１５単位／日（同上）

　　　　栄養マネジメント加算　１０単位／日

　　　　経口移行加算　　　　　２８単位／日

　　　　経口維持加算　　　　　２８単位・５単位／日

　　　　療養食加算　　　　　　２３単位／日
　　○　旧法入所施設からの移行者に係る報酬の算定期限を撤廃する。

（１１）自立訓練（機能訓練）
　　○　経営実態調査の結果を踏まえ、訪問による訓練も含め、基本報酬の見直しを行う。
　　　　機能訓練サービス費（Ⅰ）（定員２１～４０人の場合）

　　　　　６６８単位／日　　→　７０１単位／日

　　　　
機能訓練サービス費（Ⅱ）（訪問訓練）
　　　　　（１時間未満）　１８７単位　→　２５４単位

　　　　　（１時間以上）　２８０単位　→　５８４単位

　　　　　（１日）　　　　（新規）　　→　７５０単位（視覚障害者の専門的訓練）
　
　○　理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士等が中心となって、利用者ごとのリハビリテーション計画を作成し、個別のリハビリテーションを実施することについて評価を行う。

　　　　リハビリテーション加算　　２０単位／日

（１２）自立訓練（生活訓練）
　　○　訪問による訓練に係る基本報酬について、訪問訓練の充実を図るため、単価を見直す。
　　　　生活訓練サービス費（Ⅱ）（訪問訓練：上限週２回→月１４回かつ６月５０回）
　　　　　（１時間未満）　１８７単位　→　２５４単位

　　　　　（１時間以上）　２８０単位　→　５８４単位

　　（宿泊型自立訓練）

　　○　基本報酬について、知的障害者通勤寮や精神障害者生活訓練施設における訓練の実情を踏まえ、利用開始から２年間の単価を一定とする。
　　　　生活訓練サービス費（Ⅲ）（宿泊型）
　　　　　（１年以内）　２７０単位／日　→　（２年以内）　２７０単位／日

　　　　　（１年超）　　１６２単位／日　→　（２年超）　　１６２単位／日

　　○　利用者の地域移行を促進するため、地域移行支援員を手厚く配置することについて評価を行う。
　　　　地域移行支援体制強化加算　　５５単位／日

　　○　一般の事業所で就労する利用者が大半を占める宿泊型自立訓練事業所において、利用者の自活に向けた支援の質の向上を図るため、日中において雇用先事業所との調整等の通勤者の生活面の支援をきめ細かく行う事業所による支援について評価を行う。
　　　　通勤者生活支援加算　　１８単位／日

　　
○　入院時、帰宅時、退所時や、心身の状況等により出勤等ができない場合の日中における利用者の支援について、他の居住系サービスにおける報酬上の取扱いを踏まえ、報酬上の評価を明確化する。
　　　　入院時支援特別加算　　　１，１２２単位・５６１単位（１月に１回）

　　　　長期入院時支援特別加算　７６単位／日

　　　　帰宅時支援加算　　　　　３７４単位・１８７単位（１月に１回）

　　　　長期帰宅時支援加算　　　２５単位／日

　　　　地域移行加算　　　　　　５００単位（利用中１回、退所後１回）

　　　　日中支援加算　　　　　　２７０単位／日

　　○　共同生活介護と同様に、地域生活移行個別支援特別加算を設ける。

　　○　現行では、訓練の重複を避ける観点から、通所型の自立訓練（生活訓練）と宿泊型自立訓練を同時期に利用することはできないとしていることについて、昼夜を通じた訓練が必要な場合があることにかんがみ、両者の組み合わせ利用を可能とする。

（１３）就労移行支援

　　○　基本報酬の一部について、就労移行支援の加算の充実に振り替える。

　　　　就労移行支援サービス費（Ⅰ）（定員２１～４０人の場合）

　　　　　７６９単位　　→　　７５９単位

　　○　就労移行支援体制加算について、一般就労への移行・定着の実績をきめ細かく報酬上の評価に反映するものへと見直す。
　　　　就労移行支援体制加算

　　　　　就労定着実績

　　　　　　２０％以上　２６単位／日　　→　５％以上１５％未満　　２１単位／日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５％未満　　　　　　４８単位／日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５％未満　　　　　　８２単位／日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５％未満　　　　　１２６単位／日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５％以上　　　　　１８９単位／日

　　○　一般就労への移行支援の質の向上を図る観点から、そのノウハウを習得する研修の修了者等を就労支援員として配置する事業所のサービスについて評価を行う。

　　　　就労支援関係研修修了加算　　１１単位／日

　　
○　一般就労の現場での訓練が利用者の就労移行に有効であることにかんがみ、施設外の一般の事業所等で行われる訓練について評価を行う。
　　　　施設外就労加算　　１００単位／日

（１４）就労継続支援Ａ型
　　○　基本報酬において、手厚い就労支援体制（ 7.5：１）をとる事業所により提供されるサービスについて評価を行う。

　　　　就労継続支援Ａ型サービス費　→　就労継続支援Ａ型サービス費(Ⅰ)（7.5：1）
　　　　　（定員２１～４０人の場合）

　　　　　　　　　　４８１単位／日　→　５２７単位／日

　　○　一般就労の現場での就労の機会の提供が利用者の工賃向上に有効であることにかんがみ、就労移行支援と同様に、施設外就労加算を設ける。
　　○　重度者の利用促進を図る観点から、就労継続支援Ｂ型と同様に、重度者の利用に着目した評価を行う。

（１５）就労継続支援Ｂ型

　　○　基本報酬において、手厚い就労支援体制（ 7.5：１）をとる事業所により提供されるサービスについて評価を行う。また、これに伴い、障害基礎年金１級受給者の利用に着目した評価について、基本報酬から加算に振り替える。
　　　　就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅰ）（ 7.5：１）

　　　　　（定員２１～４０人の場合）　　５２７単位／日

　　　　重度者支援体制加算　　５０単位／日（定員２１～４０人の場合）
　　　　　（障害基礎年金１級受給者が利用者の５０％以上：（特定旧法指定施設から移行する場合は５％以上（平成２４年３月３１日まで））
　　○　現下の厳しい社会経済情勢を踏まえ、目標工賃達成加算の要件を緩和する。

　　　　現行要件：前年度の平均工賃が、前々年度の平均工賃を超えていること。
　　　　　→　当該要件を廃止する（工賃引き上げ計画に基づく取組等を要件とする。）。

　　○　就労継続支援Ａ型と同様に、施設外就労加算を設ける。
　　
○　基準を超えて指導員を配置することにより、手厚い人員体制（６：１）をもって目標工賃の達成に向けた取組を行う事業所によるサービスについて評価を行う。

　　　　目標工賃達成指導員配置加算　　７２単位／日（定員２１～４０人の場合）
（１６）共同生活援助（グループホーム）

　　○　基本報酬について、共同生活介護と同様に、世話人の配置に応じた評価とするとともに、長期間の入所・入院から地域生活に移行する場合等における短期間の体験利用時の単価を設ける。

　　　　共同生活援助サービス費（１日につき）

　　　　　１７１単位・１１６単位　→世話人４：１　　２５７単位

　　　　　　　　　　　　　　　　　　世話人５：１　　２１１単位

　　　　　　　　　　　　　　　　　　世話人６：１　　１８１単位

　　　　　　　　　　　　　　　　　　世話人10：１　　１２０単位

　　　　　　　　　　　　　　　　　　体験利用　　　　２８７単位

　　○　夜間における防災体制の強化を図るため、警備会社との契約等により夜間の防災体制を整える事業所によるサービスについて評価を行う。
　　　　夜間防災体制加算　　２５～１２単位／日（夜間利用者数に応じ）

　　○　共同生活介護と同様に、利用者が心身の状況等により就労又は日中活動系サービスの利用ができない場合の日中支援加算、及び医療観察法に基づく通院医療の利用者等についての地域生活移行個別支援特別加算を設ける。

　　○　小規模事業加算を廃止する。
（１７）指定相談支援
　　○　質の高いケアマネジメントの実施体制を整えている事業所によるサービスについて評価を行う。

　　　　特定事業所加算　　４５０単位／月

　　○　居宅介護と同様に、中山間地域等に居住している者に対して提供されるサービスについて特別地域加算を設ける。

２．旧法施設
○　入所施設における食事・入浴等の手厚い支援及び栄養管理の実施を基本報酬で評価するとともに、入所施設・通所施設ともに、福祉専門職員の配置等の評価を基本報酬に取り込む。これに伴い、入所施設について栄養管理体制加算を廃止する。
　（例）

　　　旧知的障害者更生施設支援費（定員４１～６０人の入所更生施設の場合）

　　　　区分Ａ　７７８単位／日　→　８１７単位／日　
　　　　区分Ｂ　６９２単位／日　→　７３１単位／日
　　　　区分Ｃ　５３１単位／日　→　５７０単位／日
　　　旧身体障害者授産施設支援費（定員４１～６０人の通所授産施設の場合）

　　　　区分Ａ　４５２単位／日　→　４５７単位／日

　　　　区分Ｂ　４３７単位／日　→　４４２単位／日

区分Ｃ　４０４単位／日　→　４０９単位／日
○　新体系事業における各種加算の見直しの内容及び各旧法施設の事業内容等を踏まえ、新体系事業と同様に、

　　・　通所施設について、食費負担を原材料費相当にする食事提供体制加算の適用期限を平成２４年３月３１日とするとともに、欠席時対応加算を設ける。
　　・　身体障害者更生施設等における理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士等を中心とする個別のリハビリテーションの実施について、加算を設ける。
・　知的障害者入所更生施設における、強度行動障害者の支援について、初期の段階における手厚い支援を評価する。　

　○　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算及び知的障害者通所施設についての栄養管理体制加算の適用期限を平成２４年３月３１日とするとともに、激変緩和加算を廃止する（基金事業に移行して実施。）。

３．障害児施設

○　経営実態調査の結果を踏まえ、障害児通園施設の基本報酬及び幼児加算の見直しを行う。また、難聴幼児通園施設については、定員２０人の報酬区分を設ける。
　　　知的障害児通園施設給付費（定員３１～４０人の場合）
　　　　　　　　　６０７単位／日　→　６３７単位／日

　　　　幼児加算　２６４単位／日　→　２７７単位／日

　　　盲ろうあ児施設給付費のうち難聴幼児通園施設

　　　　（定員２０人）　　　　　　（新　規）　　　→　１，２１６単位／日

　　　　（定員２１～３０人）　１，０１９単位／日　→　１，０７０単位／日

　　　　（定員３１～４０人）　　　９３７単位／日　→　　　９８４単位／日
　　　肢体不自由児施設給付費のうち肢体不自由児通園施設

　　　　　　　　　３１６単位／日　→　３３２単位／日

　　　　幼児加算　２６４単位／日　→　２７７単位／日
○　障害児入所施設における食事・入浴等の手厚い支援の実施を基本報酬で評価する。

　○　被虐待児への心理的ケアの充実を図る観点から、心理担当職員を配置する知的障害児施設、第二種自閉症児施設、盲児施設、ろうあ児施設及び肢体不自由児療護施設によるサービスについて評価を行う。
　　　心理担当職員配置加算　　２６単位／日（定員３１～４０人の場合）

　○　投薬等の医学的管理を必要とする児童の処遇向上を図る観点から、基準上看護職員の配置を要しない知的障害児施設、盲児施設及びろうあ児施設のうち、看護師を配置する事業所によるサービスについて評価を行う。
　　　看護師配置加算　　３８単位／日（定員３１～４０人の場合）
　○　利用者の便宜と社会資源の有効活用を図る観点から、盲児施設及びろうあ児施設の基本報酬について、知的障害児が利用する場合の報酬単価を設定する。

　○　難聴幼児通園施設に関し、人工内耳装用児に対する丁寧な支援について評価を行う。
　　　人工内耳装用児支援加算　６０８単位／日（定員２０人の場合）
　○　通園施設による家族支援を強化するため、家庭連携加算の算定回数を見直す。
　　　家庭連携加算　１月に２回を限度　→　１月に４回を限度

　○　新体系事業と同様に、

　　・　社会福祉士等の資格保有者が２５％以上雇用されている事業所又は常勤職員の割合が７５％以上の事業所若しくは勤続年数が３年以上の常勤職員が３０％以上の事業所によるサービスについて、福祉専門職員配置等加算を設ける。

　　・　施設に配置された管理栄養士又は栄養士による栄養管理の評価対象に小規模施設を加えるとともに、管理栄養士を中心に行う利用者一人ひとりに応じた個別の栄養管理を行う入所施設によるサービスについて加算を設ける。
　　・　通園施設について、食費負担を原材料費相当にする食事提供体制加算の適用期限を平成２４年３月３１日とするとともに、欠席時対応加算を設ける。

　　・　地域移行加算を設け、入所施設による退所時の支援について評価を行う。

　　　　地域移行加算　　５００単位（入所中１回、退所後１回）

・　知的障害児施設及び第二種自閉症児施設における、強度行動障害者の支援について、初期の段階における手厚い支援を評価する。
　○　激変緩和加算を廃止する（基金事業に移行して実施。）。
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